名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金交付要綱

（通則）
第1条 名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金（以下「補助金」という。）の交付については、名古屋市補助金等交付規則（平成17年名古屋市規則第187号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（交付の目的）
第２条　この補助金は、名古屋市内（以下「市内」という。）で航空宇宙産業に取り組む中小企業が、市内に所在する事業所に機械設備等を設置等する事業に対して、その事業に要する経費の一部を補助することにより、航空宇宙産業に取り組む中小企業の販路拡大や生産増、又は一層高度な業務への対応に資することを目的とする。
（定義）
第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。

(1) 中小企業者　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号に規定する中小企業者をいう。
(2) 機械設備等　航空機又は宇宙分野における設計・製造・検査の現場で使用する機械設備やソフトウェアをいう。

(3) 事業所　中小企業者が自ら行う事業活動の用に供する施設（事務所、工場、研究
所、店舗・倉庫等）をいう。

(4) 設置等　新たに取得した機械設備等を設置若しくは構築することをいう。
（補助事業者）
第４条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、第９条に規定する補助事業の認定申請の日、及び第10条に規定する交付の申請の日において、次の各号の要件をすべて満たすものとする。
　(1) 中小企業者であること。
　(2) 別表に掲げる航空宇宙産業に関する認証等を受けていること。
　(3) 市税を滞納していないこと。
（補助事業）
第５条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助事業者が、市内に所在する事業所に機械設備等を設置等する事業とする。
（補助要件）
第６条　市長は、補助事業者が補助事業について次に掲げるすべての要件を満たす場合に予算の範囲内において、補助金を交付することができる。
　(1) 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の合計が1,000万円以上であること。
　(2) 機械設備等は、中古品又はリース契約に基づくものでないこと。
(3) 機械設備等は、複数の事業者で共同所有するものでないこと。
　(4) 機械設備等は、専ら航空機又は宇宙分野以外の産業分野において使用されるものでないこと。
  (5) 設置等にあたり、建築確認等必要な法令が守られていること。
　(6) 設置等する事業所の土地あるいは建物所有者が補助事業者と異なる場合には書面にて許可を得ていること。
　(7) 補助事業は、第９条に規定する補助事業の認定申請の後に着手するものであり、かつ平成28年３月31日までに支払いが完了したものであること。
　(8) 補助事業が本市の他の補助金の交付対象となっていないこと。
　(9) その他補助金を交付することについて、市長が不適当と認める事由のないこと。
（補助対象経費）
第７条　補助対象経費は、補助事業に要する経費のうち、次の各号の要件をすべて満たす経費とする。

　(1) 機械設備等（取得価額50万円未満のものを除く。）の取得費。
(2) 補助金を交付する経費として市長が不適当と認める事由のない経費。
（補助金の額）
第８条　補助金の額は、前条に規定する補助対象経費に100分の10を乗じて得た額を限度とし、市長が定める額とする。
２　前項の補助金の額は、１補助事業者につき１年度あたり1,000万円を限度とする。ただし、名古屋市産業立地促進補助金および名古屋市内企業再投資促進補助金の補助金額とを合算した額は、１補助事業者あたり10億円を限度とする。
３　補助金の額の計算にあたっては、千円未満を切り捨てる。
（補助事業の認定）
第９条　規則第４条第１項に規定する補助金の交付を受けようとする者は、市長が別に定める期間に名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金事業計画認定申請書（様式第１号。以下「認定申請書」という。）に、次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出し、その認定を受けなければならない。ただし、同一年度に第10条に規定する交付の申請を行う場合は除く。
　(1) 企業概要書（様式第２号）

　(2) 事業計画書（様式第３号)
　(3) 申請日の前３か月以内に発行された登記事項証明書及び定款
　(4) 貸借対照表、損益計算書、営業報告書又はこれらに準ずるもの（直近３事業年度分）
　(5) 市税に関する滞納がない旨の証明
  (6) 第４条第１項第２号の別表に掲げる航空宇宙産業に関する認証等を受けている旨の証明
　(7) 機械設備等の設置等に係る見積書の写し（代表者による原本証明があるもの）

  (8) 機械設備等の設置等する前の状態を示す写真（ソフトウェアは除く）
　(9) その他市長が必要と認める書類
２　市長は、認定申請を受け付け、その内容が、この要綱その他の関係諸規程の定めるところに適合すると認めた場合は、当該申請者に事業認定した旨を名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金事業計画認定通知書（様式第１－２号。以下「認定通知書」という。）で通知するものとする。  

３　市長は、事業認定後に当該事業者が第６条の要件を欠くに至ったときは、当該認定を取り消すことができるものとする。
４　補助事業者は、第２項の認定通知書を受け取った後、補助事業を中止若しくは廃止した場合は、すみやかに市長に申し出し、事業認定の取り消しを受けなければならない。
５　補助事業者が代表者、住所又は組織等を変更したときは代表者等変更届（様式第４号）に必要な書類を添付して速やかに市長に届出しなければならない。
（交付の申請）
第10条　規則第４条第１項に規定する補助金の交付の申請は、市長が別に定める期間に名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金交付申請書（様式第５号。以下「交付申請書」という。）に、次の各号に掲げる書類を添付して行うものとする。
(1) 企業概要書（様式第２号）

　(2) 事業計画書（様式第３号)

　(3) 申請日の前３か月以内に発行された登記事項証明書及び定款
　(4) 貸借対照表、損益計算書、営業報告書又はこれらに準ずるもの（直近３事業年度分）
　(5) 市税に関する滞納がない旨の証明

 (6) 第４条第１項第２号の別表に掲げる航空宇宙産業に関する認証等を受けている旨の証明 
　(7) 機械設備等の設置等に係る見積書の写し（代表者による原本証明があるもの）
(8) 機械設備等の設置等する前の状態を示す写真（ソフトウェアは除く）

(9) その他市長が必要と認める書類
２　前条第２項の規定により認定を受けた場合は、前項の規定に関わらず、認定申請書に添付して提出したもので、その内容に変更のない場合は書類の提出を省略することができるものとする。ただし、次の各号に掲げる書類を添付するものとする。

(1) 前条第２項の規定により発行された補助事業の認定通知書の写し（代表者による原本証明があるもの）
(2) 機械設備等の設置等に係る契約書の写し（代表者による原本証明があるもの）
（審査会）

第11条　市長は、規則第５条の規定による交付の決定及び第９条の規定による補助事業の認定並びに第14条の規定による変更の承認について必要があると認めるときは、有識者等により構成する審査会を設け、意見を求めることができる。

２　前項に規定する審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。
（交付の条件）
第12条　規則第６条第１項及び第２項の規定により補助金の交付の決定に付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。

　(1) 補助事業に要する経費の配分等の変更（次項に規定する軽微な変更を除く。）をする場合においては、市長の承認を受けること。

　(2) 補助事業の内容の変更（次項に規定する軽微な変更を除く。）をする場合においては、市長の承認を受けること。

  (3) 補助事業を中止または廃止する場合においては、市長の承認を受けること。

　(4) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。
　(5) 補助事業者が代表者、住所又は組織等を変更したときは代表者等変更届（様式第４号）に必要な書類を添付して速やかに市長に届出すること。
　(6) 規則及びこの要綱の規定に従うこと。

　(7) その他市長が補助金の交付の目的を達成するために必要と認める事項。
２　軽微な変更とは、補助金の交付の目的の達成に支障がないと認められる補助事業に要する経費等の20％以内の変更とする。

（申請の取下げ）
第13条　規則第８条第１項の規定による申請の取下げは、補助金の交付の申請をした者（以下「申請者」という。）がその旨を記載した書類を市長に提出して行うものとする。
２　規則第８条第１項に規定する期日は、申請者が規則第７条の規定による通知を受けた日から20日を経過した日とする。
（変更の承認）
第14条　補助事業者は、規則第６条第１項第１号又は第３号に規定する承認を受けようとするときは、あらかじめ、名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助事業変更承認申請書（様式第６号）に必要な書類を添付して市長に提出するものとする。

（中止又は廃止の承認）
第15条　補助事業者は、規則第６条第１項第４号に規定する承認を受けようとするときは、あらかじめ、名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第７号）に必要な書類を添付して市長に提出するものとする。
（実績報告）

第16条　規則第14条の規定による実績の報告は、補助事業の完了（補助事業の廃止の承認を受けた時を含む。）後、市長が別に定める日までに名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金事業実績報告書（様式第８号）に次の各号に掲げる書類を添付して行うものとする。

(1) 事業実績書（様式第９号）

(2) 機械設備等の設置等の状態を示す写真（ソフトウェアは除く）
(3) 機械設備等の設置等に係る契約書の写し（代表者による原本証明があるもの）
(4) 補助対象経費に係る請求書の写し（代表者による原本証明があるもの）

(5) 補助対象経費に係る領収書の写し（補助事業者が補助対象経費を支払っていることが証明できるもので、代表者による原本証明があるもの）
(6) その他市長が必要と認める書類
２　前項の規定に関わらず、交付申請書に添付して提出したもので、その内容に変更のない場合は書類の提出を省略することができるものとする。
（額の確定）
第17条　市長は、規則第15条の規定により補助金の額を確定したときは、当該補助事業者に対し、名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金の額の確定通知書（様式第10号）により通知するものとする。
 (交付請求）
第18条　前条の通知を受けた補助事業者は、名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金交付請求書(様式第11号）により補助金を請求するものとする。
（交付）
第19条　市長は、前条に規定する交付請求があったときは、内容を確認した後、当該補助事業者に対し、補助金を交付するものとする。
（財産の処分の制限）
第20条　規則第23条ただし書に規定する期間は、５年間とする。ただし、やむを得ない事由によると市長が認める場合は、この限りでない。
（交付決定の取り消し）
第21条　市長は、規則第18条に規定する場合のほか、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) この要綱又は交付条件若しくは条例その他関係法令等に違反したとき。
(2) 虚偽の申請等の不正の行為により補助金の交付を受けたとき。
(3) 計画変更等により、補助金の交付決定額を減額すべきとき。
(4) 重大な法令違反又は社会的な信用を著しく損なう行為をしたとき。

(5) その他補助の目的が達成されないと市長が認めたとき。
（暴力団の排除）

第22条　名古屋市暴力団排除条例（平成24年名古屋市条例第19号）第２条第１号に規定する暴力団若しくは同条例第２条第２号に規定する暴力団員と密接な関係を有する者は、交付対象者としない。

２　市長は、交付対象者が交付の決定後、前項に該当することとなったとき、又は第10条の申請をした当時に前項に該当していたことが判明したときには、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。

（検査等）
第23条　市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業に関して必要な指示をし、報告を求め、または検査をすることができる。
（その他）
第24条　この要綱の施行に関し、必要な事項は、別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成25年５月13日から施行する。
（失効）

２　第10条の交付の申請は、平成27年度末をもって、その効力を失う。
３　第16条の実績報告は、平成27年度末をもって、その効力を失う。
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